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地域コミュニティが担う可能性
――「子ども食堂」という支援の形――

木下 優希
指導教授　金 香男

はじめに
　2000年代に入り、日本では少子高齢化による福祉の担い手不足の問題から、地域コミュニティによ
る共助がますます重要視されるようになった。また、2014年に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」
が制定されたのを機に高齢者だけでなく、子どもの問題も地域でケアしていこうという考え方が広まっ
た。その取り組みの一つが「子ども食堂」である。
　こうした活動や施設運営は全国的な拡がりをみせ、多くは市町村単位の地域コミュニティ集団やボラ
ンティアによる取り組みが行われている。しかし、その一方でこの分野の発達過程や活動経緯、歴史的
な位置づけや地域での役割、成功事例に関する研究等の蓄積は少なく、活動の取り組み手法に関する明
確な整理は行われていない。そのため、地域コミュニティ活動としての到達点や成果に対する評価は取
り組み主体ごとに異なり、その認識の違いは非常に大きいものとなっている。
　そこで本研究では、現在、急増する地域コミュニティ活動に位置づけられる「子ども食堂」について
定義づけを行なうとともに、現状と課題について整理し、地域コミュニティにおける「子ども食堂」の
多面的な役割について調査することを目的とした。

第１章　地域コミュニティにおける「子ども食堂」の位置づけ
　「コミュニティ」は一般的に、地域において意欲のある担い手と周辺の協力者を構成員と捉える。そ
のため、地域運営の慢性的な担い手不足の解消策として、地域ボランティアへの参加者が新たなコミュ
ニティの担い手として注目されるようになった。
　日本で初めてコミュニティ政策が登場するのは、「経済社会発展計画」（1967年）の閣議決定である。
そして、「コミュニティ――生活の場における人間性の回復――」（1969年）を受けて、生活の場にお
ける環境整備の遅れから地域政策としてのコミュニティ形成の必要性を発表したことが、コミュニティ
構想の発端となった。これを受けて1970年代から日本では、急激にコミュニティへの需要が高まって
いた。しかし、1980年前後、社会経済の環境が変化する中で地域の中に特定の目的を明確に持つ集団
が形成され、様々な機能団体が地縁団体と並存するようになった。また、1990年頃には、自己充足型
の多様な住民集団活動が活発に行われるようになる。そして、地域福祉を主体とした「2000年社会福
祉法改正・制定」へと社会福祉政策は、各分野に拡大して今日に至る。
　田中（2019）は、「子ども食堂」が増加する背景として、主に二つの要因をあげている。一つ目は、
人口減少と単身世帯の増加による地域社会の変化である。少子高齢化が進む中で従来の家族形態が変化
し、単身世帯の増加や核家族化が急速に進行したことに加え社会保障の財源不足が問題となる中、医療・
介護サービスの適正化と受け皿としての地域包括ケアシステムに期待が高まったのである。特に、人口
減少によって地域社会が弱体化し、そのつながりが希薄になったことで、自治会活動でも維持ができな
い状況である。このような社会状況を受けて、地域社会には、新たなコミュニティ組織によるつながり
づくりや相互扶助の構築が求められている。
　二つ目に、少子化の問題である。少子化の進行や核家族の増加により、子どもが地域社会の中で、同
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年代の友達と遊び、多世代の人と交流する機会も少なくなっている。また、このような状況の中、団塊
世代が65歳を迎える2015年問題、75歳を迎える2025年問題の文脈で介護予防、生きがいづくり、ある
いは高齢者のセカンドライフの啓発が実施されている流れが上手くマッチし、子どもをターゲットした
世代間交流や居場所づくりが始まった。このように「子ども食堂」が注目される背景には、少子高齢化
などの社会問題に対し、柔軟に対応していかなくてはいけない現状が存在している。

第２章　食を取り巻く環境の変化と家族 
　食事環境が変化した背景には食事内容の変化、日本の家族形態の劇的な変化、共働き世帯の増加、食
の貧困状態など様々な社会的要因が含まれる。一般家庭における食事は、家族が揃って行うものであっ
たが、家族形態の変化、親の就労や子どもの習い事の増加など急速な生活環境の変化に伴い食事時間に
ずれが生じたことで、家族が揃うことも困難になっている。
　農林水産省の「平成29年度食育白書」では、家族との「共食」に求めることとして、楽しい会話、
コミュニケーション、栄養バランスの良い食事を重要視していることがわかった。しかし、家族揃って
の食事が困難になっている今、「共食」の役割を果たすことが難しくなっている。例えば、今まで家族
が担ってきた役割を外部のコミュニティで補完することが出来れば、家族の機能を再帰させること以上
に実現性や実行性は高いといえる。こうした現状から、家族の機能を再帰させることに重点を置くので
はなく、地域コミュニティを主体とした支援システムを整備することが求められている。

第３章　食の取り組みにおける地域コミュニティの役割
　農林水産省の「平成30年食育に関する意識調査」から、地域での「共食」で求められていることと
して「コミュニケーションを図ることができた」を挙げた人の割合が最も多く、これは家族での「共食」
の役割にあった楽しい会話やコミュニケーションを図ることが出来ると同じ結果であった。つまり、「共
食」における構成要員はあまり重要でないことがわかった。
　地域での食の取り組みである「子ども食堂」は2019年現在、全国で3,700箇所を超えている。子ども
食堂は大きな括りで定義すると、安価な料金または無料で子どもや子連れの親に食事を提供する場のこ
とである。多様な定義があるからこそ、地域のニーズに沿った取り組みを柔軟に取り入れることができ
ることも子ども食堂の利点である。しかし一方で、経営を行う人が自由に考えた取り組みを実現するこ
とができる場所である反面、活動内容が不明確でわかりづらいという側面がある。
　このように多様な子ども食堂の特徴を整理し、初めて類型を作成したのは、湯浅であった。（図１、
図２参照）現在の子ども食堂は、貧困の子どもにターゲットを限定して課題を解決していく「ケア付き
食堂」とターゲットを限定せず交流促進を目的とする「共生食堂」の２つに分類される。これは、子ど
も食堂を運営するにあたっての指標になる。

対象者
ビジョン

ターゲット限定
（貧困対策型）

ターゲット非限定
（ユニバーサル型）

地域づくり型
（コミュニティ志向）

共生食堂

ケースワーク型
（個人対応志向）

ケア付き食堂

図１　「子ども食堂の類型」
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第４章　子ども食堂「だんだんの樹」を事例にして
　横浜市泉区弥生台に所在するNPO法人「だんだんの樹」を事例に、支援者側であるボランティアの
マネージャーと参加者である小学生７人にインタビュー調査を行った。選定理由として、コロナ禍にお
いて継続的に支援を行っている子ども食堂をインタビューの調査先とすることで、持続的な運営のノウ
ハウを明らかにできると考えたからである。
　また、地域コミュニティでの子ども食堂の役割について調査するために、第３章で湯浅の提案した２
つの類型のうち、多世代と交流しながら地域での繋がりをつくることのできる「共生食堂」に該当して
いることも筆者は重視した。なぜならば、様々な社会問題に柔軟に対応し改善していくカギは、地域コ
ミュニティなどの新たな繋がりである。だからこそ、参加者を限定せず、食という面から幅広い世代の
交流を促進する「共生食堂」に注目したのである。
　「だんだんの樹」の「子ども食堂」は、子どもや高齢者の参加者、ボランティアの担い手である高齢者、
学習支援を行う大学生という多世代間でのタテの交流が行えるようにコーディネートされており、子ど
もの参加者同士が子ども食堂で出会い、友達になるなど、ヨコのつながりも広げていくことが出来るこ
とがわかった。
　そして従来の「子ども食堂」に共通する課題とその改善策ついても、大きく四つのまとめることが出
来た。一つ目は、実際に支援したいターゲットまで情報を届けることが難しいという点である。「だん
だんの樹」では情報拡散の課題に対して、人通りの多い道に看板を設置し、公園などの提示版にもチラ
シを張り付け、活動を認知してもらうことで、支援が必要な子どもや親の記憶に残し利用を促すことが
できていた。
　二つ目は、寄付という形で賄っているため運営に不安が残る点である。ボランティア活動では、リソー
ス（人、物、資金）が不安定であることが多い。「だんだんの樹」では、特定非営利活動法人になるこ
とで、市からの補助金を受けることができ、信頼度が上がったことで農協などから食材の寄付を受け、
安定した運営でボランティアの活動を行うことが出来ていた。
　三つ目は、参加者が貧困の家庭という目で見られるという理由で、利用しにくいと感じる人が多いと
いう点である。運営主体が支援対象とする貧困の家庭にターゲットを絞れば絞るほど、本当に支援の必
要な人が近寄れなくなるという課題があった。「だんだんの樹」では、「コミュニティだんだん」として、
高齢者サロンやカフェ、教室、子ども食堂、学習支援などの様々な活動に取り組んでいる。そのため、
利用者の利用目的は外部からは特定しにくく、利用しやすいという強みがある。このことは、子ども食

共生食堂 ケア付き食堂

対象 誰でも参加可能 貧困家庭の子ども

ビジョン 交流促進 課題対応

大人の参加 歓迎 限定的

運営形態 開放的 閉鎖的

来る人の呼称 「参加者」 「利用者」

ボランティア 年齢問わず、誰でも参加可能 専門家、プロ

気を付ける点 人のつながりを作れているか 子どものサインに気づけているか

図２　「共生食堂」と「ケア付き食堂」の比較
出典：湯浅（2016）より筆者作成
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堂が持つジレンマ的な矛盾を回避する新たな取り組みの方向となっていることがわかった。
　四つ目は、子どもを活動に参加させることで、家庭内で食事を担当する家族員、多くは子どもの母親
が手づくりの食事を子どもに与えていない自分を責め、精神的なプレッシャーを受ける可能性が示唆さ
れた。この課題に対しては、活動を行うにあたって、手づくりを強調した食事提供の場ではなく、食事
を通じた居場所の提供という側面を前面に出すことで状況の改善に至っている。
　さらに「だんだんの樹」の活動で特記すべきは、ボランティア活動による支援を受ける側、提供する
側の住民が相互に支え合える関係が構築されるということである。「子ども食堂」の活動が、地域住民
の生活に複数の選択肢を与え、家庭、学校や仕事以外の第三の居場所としての役割を果たすことも可能
になっていた。

終章　本研究のまとめと今後の課題
　「子ども食堂」の取り組みは、地域の繋がりづくりのきっかけとなるだけでなく、少子高齢化などの
社会問題に対し、柔軟に対応していくためのカギとなる活動であることがわかった。
　調査を行った「だんだんの樹」の子ども食堂は、地域コミュニティの取り組みとしては「共生食堂」
にあたり、地域の機能としては、人々の居場所の提供と地域のつながりを手助けする役割を担うもので
あった。また、持続的な「子ども食堂」の活動により幅広い年代を対象に効率的な支援を行うことがで
き、そこに参加する人が「エンパワメント」される場となっている。また、同時に活動を通してボラン
ティアや参加者が、相互に利益を享受することができ、自己肯定感を高めより活躍できる場が提供でき
ていた。さらに、子ども食堂が地域に根差した活動の基盤を固めることにより、外部の目をとして様々
な地域の問題に気づき柔軟に対応できる可能性を有するほか、住民同士の繋がりは、防災や防犯等の「共
助」の強化にも繋がるといえる。
　さらに、「子ども食堂」の主な活動である「みんなでの食事」は、共食によるコミュニケーションを
生み出し、子ども達が世代間を超えた大人や社会とつながり、社会性やマナーを学ぶことができる場と
もなっていた。以上のことから、地域コミュニティによる「子ども食堂」運営の意義は、子どもや住民
への食事の提供という目的だけでなく、地域住民の心と身体の健康を管理する場としての機能も期待で
きる。参加者は、活動の中で家庭、学校や仕事場ではない第三の居場所での自己肯定感を得るとともに、
自分自身をエンパワメントすることができるのである。
　今後の課題としては、地域コミュニティが主体となり、子ども達や地域で必要としている人達に安全
な食や文化を提供していくとともに、子ども食堂から抽出した活動の成功事例の手法を全国に波及させ、
子ども食堂を開催する機会を増やすことである。また、地域に愛着を持つ人材を増やすことで、地域の
中の様々な異なる関係者が連携し、持続可能な経営ができる体制整備を行うことが求められる。
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